
別記様式第５号 

２６埼協第３３号（産） 

 平成２６年１０月２４日 

 

 関 東 農 政 局 長 殿 

 

 

                                           住所 埼玉県さいたま市浦和区高砂 3-12-9 

                                                             埼玉県農業再生協議会    

会長 若 林  龍 司   ○印  

 

 

   攻めの農業実践緊急対策基金の基金管理状況報告書の提出について 

 

攻めの農業実践緊急対策事業実施要領（平成２６年２月６日付け２５生産第２９７０号農林水産

省生産局長通知）の第５の４の規定に基づき、攻めの農業実践緊急対策基金の基金管理状況報告書

を作成したので、下記のとおり報告する。 

 

記 

 

平成２６年度攻めの農業実践緊急対策基金の基金管理状況報告書 

 

 

 １ 基金収支管理概要 

収       入 支       出 

 

１ 国庫補助金受入（当該年基金造成額） 

             722,705,000 

  うち、基金造成のための国 

 からの交付決定額 

             722,705,000 

２ 運用益 

                  0 

３ その他（         0） 

 

４ 合計 

             722,705,000 

 

 

円 

 

 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

１ 助成金交付額※１ 

                                  0 

２ 都道府県協議会事務費※２ 

                            53,936 

３ 国等への返納 

                                  0 

４ 合計 

                             53,936 

 

 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

 翌半期以降における執行見込額 

                        722,651,064 

 事業完了後の国庫返納見込額 

                                  0 

 

円 

 

円 

基金残高 

平成 26 年 3 月末 722,705,000 円 平成 26 年 6 月末 722,657,136 円 

平成 26 年 9 月末 722,651,064 円 平成 26 年 12 月末            円 

平成 27 年 3 月末            円  

 ※１：助成金交付額には、基金から支出された協議会等助成金の金額を記載する。なお、当該金額には、「３ 国

等への返納」に記入した金額を含まないものとする。 

 ※２：都道府県協議会事務費には、１の助成金交付額に含まれない事務費がある場合に記載する。 



 

 

 ２ 攻めの農業実践緊急対策事業に係る事業実施主体ごとの収支明細 

                                                                       （単位：円）  

 

事業実施主体名※ 

 

                 

収 入 

 

 

支 出 

                   

備 考 

 

  

  

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 うち返納額 

 

埼玉県農業再生協

議会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   合計 

 

 

722,705,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

722,705,000 

 

      53,936 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

53,936 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※：実施主体名の欄には、各事業実施主体（都道府県協議会、地域協議会、再編事業者）の名称を記する。 

 

 

 添付書類  ・都道府県協議会の基金の出入りが明確となるもの(出納管理簿写しなど科目、支出

目的、金額、支出相手先等の内訳があるもの) 

・都道府県協議会の事務費の支出がある場合には、その内容がわかるもの（内部監

査報告書等） 

・運用益が生じた場合は、その運用方法がわかるもの 


